
 
件   名  愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

主 管 課  税務課 

根拠法令等  地方税法の一部を改正する法律（平成19年３月30日公布） 

【改正の概要】 

１ 信託税制に係る規定整備 
 (1) 県民税 
  ア 個人、人格のない社団等が法人課税信託の引受けを行う場合に、法人税割額によ

って課する。 
  イ 法人課税信託の受託者について、信託資産等及び固有資産等ごとに受託者をそれ

ぞれ別の者とみなして、県民税の所得割、法人税割等に関する規定を適用する。 
  ウ 法人課税信託の受託者に係る法人等の均等割について、固有法人の申告納付と併

せて行う（個人が受託者となる場合は､均等割は課さない｡）。 
 (2) 事業税 
  ア 個人、人格のない社団等が法人課税信託の引受けを行う場合に、事業税の所得割

を課する。 
  イ 特定信託を法人課税信託に統合し、特定信託所得割を廃止する。 
  ウ 法人課税信託の受託者について、信託資産等及び固有資産等ごとに受託者をそれ

ぞれ別の者とみなして、事業税に関する規定を適用する。 
 
２ 郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第102号）

の制定に伴う規定整備 
  郵便振替法が廃止されるため、徴収金の納付納入の方法から郵便振替を削除 
 

施 行 日  １ 信託法の施行の日（公布（18.12.8）から１年６月以内に政令で定める日）
 ２ 平成19年10月１日  外 

【その他参考事項】 

１ 信託制度の概要 
  信託とは、特定の者が一定の目的に従い財産の管理又は処分及びその他の当該目的の

達成のために必要な行為をすべき法律関係を創設すること。 
 
２ 信託に係る現行税制（所得課税） 
  信託については、「受益者段階課税」が原則であるが、資産流動化法上の特定目的信

託等については、「信託段階での法人課税」が行われている。 
 
  受益者段階課税 発生時課税（不動産､動産の管理等） 
          分配時課税（貸付信託､一般的な投資信託） 
  信託段階法人課税（特定目的信託等） 
 
３ 信託法における新たな信託類型 
  信託法により信託の利用機会が大幅に拡大され、信託類型が多様化する。 
  ・自己信託：委託者が自ら受託者となる信託（旧法は委託者と受託者は別の者が前提）
  ・目的信託：受益者の定めのない信託（旧法は公益目的に限定） 
  ・受益証券発行信託：受益権の証券化が一般的に認められた信託（旧法は個別法で限

定的に容認） 
  
４ 信託を利用した租税回避への対応 
  法人税の不当な回避が見込まれる次の場合には､受託者に課税（信託段階法人課税） 
  ・重要事業を信託し､自社の株主等に受益権の50％超を交付する場合 
  ・受託者が特殊関係者で、信託期間が20年を超える場合 
  ・受託者が特殊関係者で、受益権の一部を当該特殊関係者が保有する場合 
 
 
 


